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１．日本経済の新たな成長の実現を
考える自動車戦略研究会 中間とりまとめ

（平成２３年６月公表）
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自動車業界に加え、部素材産業の経営層、有識者層からなる研究会を開催し、官民の問題意識の共有と整理を実施

日本経済の新たな成長の実現を考える自動車戦略研究会 中間取りまとめのポイント

次世代自動車戦略
2010の徹底追求

電力ｼｽﾃﾑにおける需
給調整機能の
役割の発揮

サプライヤーの
経営基盤強化

バランスのとれた

震災後の日本におけるエネルギー制約
等の新たな社会的課題への対応

強靱なサプライチェーン再構築・
部素材産業の競争力強化

�自動車産業及び部素材産業において、産業の枠を越えた議論
を行える場を設け 現状を確認の上 仕様・部品の整理・共通

�２ステップローン等の支援策を措置済、今後の復旧動向に注視
�生産拠点分散化投資の必要性
�部素材メーカーへの資本性資金等の供給機能を官民協力によ
り構築

�クリーンエネルギー自動車補助
金によるインセンティブ措置の
積極的な実施

�H24.4に終期を迎えるエコカー

�【ステップ１】電源供給機能の確
保

�【ステ プ２】分散型の自立拠点

１．震災後の日本経済の再生、日本社会の環境変化の下で自動車及び自動車産業が果たす新たな役割と課題を提起。

２．サプライチェーンの寸断からの教訓を踏まえ、リスク低減と競争力強化の両立を目指したサプライチェーン強化策を提示。

３．震災前からの円高等「五重苦」に電力制約が加わり、空洞化圧力が上昇。国内生産体制の維持強化策を提示。
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高齢化・知識経済社
会への対応

電池産業の
競争力強化

川上・川下連携による新部
素材の開発・導入

仕様・部品の整理・共通化

車体課税の負担軽減等
による国内市場活性化

競争条件の
イコールフッティング

生産革命による
コスト競争力強化

国内生産体制の維持・強化

�自動車取得税の廃止
�自動車重量税及び自動車税（軽自動車税）の簡素化・負担
軽減

�H24.4に終期を迎えるエコカー減税の後継検討

�円高、法人税、労働環境、環境問題、EPA等の事業環境改善の
ための「日本国内投資促進プログラム」の推進

�「包括的経済連携に関する基本方針」に基づく高いレベルの経
済連携

�国内の生産コスト低減を図るための取組

を行える場を設け、現状を確認の上、仕様 部品の整理 共通
化を検討するプラットフォームを構築

�川上（部素材）、川中（生産・加工）、川下（完成品）が一体と
なって、炭素繊維、ジスプロシウムフリー磁石等の新たな部素
材の量産車への導入に向けた研究開発を推進

終期
減税の後継策の検討 �【ステップ２】分散型の自立拠点

整備

�【ステップ３】スマートグリッドと
の連携

�車載用リチウムイオン電池の研
究開発の推進

�仕様標準化による競争力ある
車載用電池産業の育成

�国際標準戦略の深化のため、
リソース投入、人材育成等

�リチウムイオン電池の二次利用
等に関するルール整備 �高齢ドライバーに対応した安

全・安心なモビリティの開発普
及

�ネットワークと自動車をつなぐこ
とによる新たなサービスの実現、
そのためのインターフェイスの
検討を加速

多様なエネルギー
源への対応

�燃料電池自動車導入に向けた
水素ステーション整備
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１．震災後の日本におけるエネルギー制約等の新たな社会的課題への対応

震災後の新たな社会的課題に対応するため 以下の方向性に沿って取り組む

11
stStep

22
nd

Step
33

rd
Step

電源供給機能の確保

分散型自立拠点の整備（災害対応力の強化）

スマートグリッドとの連携

震災・エネルギー制約により、電気自動車、プラグインハイブリッド自動
車、燃料電池自動車にエネルギー需給調整機能としての新たな役割

スマートグリッドとの一体的推進等、新たな社会的課題への対応

太陽光発電等の分散電源を備えた公共
施設と次世代自動車の組み合わせ

ACコンバータ搭載による、非常時の電
源供給機能の実現

本格的なスマートグリッドをビルトインした新たなまちづくりにおける、
大容量蓄電池を搭載した次世代自動車の新たな位置づけ

（再生可能エネルギー導入
需給調整機能強化）

次世代自動車戦略
2010の徹底追求

電力ｼｽﾃﾑにおける需
給調整機能の
役割の発揮

高齢化・知識経済社
会への対応

電池産業の
競争力強化

多様なエネルギー
源への対応

震災後の新たな社会的課題に対応するため、以下の方向性に沿って取り組む

�クリーンエネルギー自動車補助
金によるインセンティブ措置の
積極的な実施

�H24.4に終期を迎えるエコカー
減税の後継策の検討

�車載用リチウムイオン電池の研
究開発の推進

�仕様標準化による競争力ある
車載用電池産業の育成

�国際標準戦略の深化のため、
リソース投入、人材育成等

�リチウムイオン電池の二次利用
等に関するルール整備

�【ステップ１】電源供給機能の確
保

�【ステップ２】分散型の自立拠点
整備

�【ステップ３】スマートグリッドと
の連携

�燃料電池自動車導入に向けた
水素ステーション整備

�高齢ドライバーに対応した安全・安
心なモビリティの開発普及

�ネットワークと自動車をつなぐことに
よる新たなサービスの実現、そのた
めのインターフェイスの検討を加速

2020年 2030年

従来車 50～80％ 30～50％

次世代自動車 20～50％ 50～70％

ハイブリッド自動車 20～30％ 30～40％

電気自動車
プラグイン・ハイブリッド自動車

15～20％ 20～30％

燃料電池自動車 ～1％ ～3％

クリーンディーゼル自動車 ～5％ 5～10％

次世代自動車戦略の政府目標

実用化済の先進安全自動車技術の例
※ 先進安全自動車（ASV：Advanced Safety Vehicle）：情報通信

技術などの活用により、安全性及び利便性を格段に向上した自
動車

蓄電機能を持つ次世代車が
電力システムを支える

世界的な電池競争に
打ち勝つ

2015年頃のFCV導入に
向けたインフラ整備等

次世代自動車やポストエコ
カーの普及が必要



２．強靱なサプライチェーン再構築・部素材産業の競争力強化

ピラミッド構造 ダイヤモンド構造

効率化・低コスト化を追求
下請構造がスリム化

完成車
メーカー

Tier 1 Tier 1

Tier 2
以下

完成車
メーカー

Tier 1 Tier 1

被
災

被
災

完成車
メーカー

Tier 1 Tier 1

Tier 2
以下

完成車
メーカー

Tier 1 Tier 1

被災

課題１ サプライチェーン全体の効率化が、中核部素材の集中化を招いた
課題２ 過剰な独自仕様の追求が、生産拠点の集中化

と新規投資の減少を招いた

メーカーごと、車種ごとに仕様が異なっているのが現状
であり、小ロット生産とコスト低減を両立するため、サプ
ライヤーの集中化が一層進むとともに、集中したサプラ
イヤーにおいても生産拠点の集約化と新規投資の減少
が進むこととなった。

既存設備を一カ所に集約

リスク対応力と国際競争力を両立させるため 以下の方向性に沿って取り組む

サプライヤーの経営基盤強化
川上・川下連携による
新部素材の開発・導入

バランスのとれた
仕様・部品の整理・共通化

リスク対応力と国際競争力を両立させるため、以下の方向性に沿って取り組む

�自動車産業及び部素材産業において、産業の枠を越えた
議論を行える場を設け、現状を確認の上、仕様・部品の整
理・共通化を検討するプラットフォームを構築

�川上（部素材）、川中（生産・加工）、川下（完成品）が一体
となって、炭素繊維、ジスプロシウムフリー磁石等の新た
な部素材の量産車への導入に向けた研究開発を推進

�２ステップローン等の支援策を措置済、今後の復旧動向
に注視

�生産拠点分散化投資の必要性
�部素材メーカーへの資本性資金等の供給機能を官民協
力により構築

サプライヤ
支援ファンド

サプライヤ
（主にTier 2
～3を想定

資
本
性

資
金

優先株の取得
資本性劣後ローン 等

併せて、拠点分散化、企業再
編、プロセスイノベーション、
R&D等に取り組む

川下メーカー

政府系金融機関

・・・

出
資

サプライヤへの資本性資金供給スキーム（イメージ） 競争力の強化を前提と
した仕様の見直し

川下メーカーに魅力的
な提案ができる研究開
発力の向上



0

100

200

300

400

500

600

700

800

900
国内の新車登録台数の推移（暦年）（万台）

バ
ブ
ル
崩
壊

消
費
税
不
況

Ｉ
Ｔ
不
況

サ
ブ
プ
ラ
イ
ム
不
況

３．国内生産体制の維持・強化

国内の新車販売市場は年々減少。
国内市場の縮小が更に進めば国内
生産・雇用の維持は一層困難。

「今回の震災により、海外移転が加速する
可能性がある」との回答が７割を占める。

その他

９％

無回答

４％

サプライチェーン全体
又は一部の海外移転
が加速する可能性が
ある ６９％

サプライチェーンの海
外移転の懸念は小さ
い １８％

【問】 今回の震災により、サプライチェーンの海外
移転が加速する可能性はあるか

東日本大震災後のサプライチェーンの復旧復興
及び空洞化実態緊急アンケート調査

自動車産業は我が国製造業の出荷額の２割、
就業人口の１割を占める。生産波及効果も高い。
雇用の維持のためには生産規模の維持が重要。

製造業出荷額の

約２割
が自動車製造業

就業人口の

約１割
が自動車関連産業

◆製造業出荷額：３３６兆円

輸送用機器

64
(19%)

電気機器

52
(15%)

一般機器

40
(12%)

化学

28
(8%)

鉄鋼

24
(7%)

金属製品

15(5%)

非鉄金属

10 (3%)

その他

102
(30%)

うち自動車は
57兆円（17%）単位：兆円

平成２０年度工業統計

就業人口 6,376万人

自動車産業 515万人

製造部門 87万人

利用部門 273万人

関連部門 31万人

資材部門 23万人

販売部門 101万人

最大の生産波及効果

乗用車 鉄鋼 合成樹脂 民生用電子・
電気機器

全産業平均

3.02 2.68 2.27 2.26 1.92

平成２０年「簡易延長産業連関表」

取得、保有、走行の段階で複雑かつ過重な
課税負担。新車販売市場低迷の一因。

国内生産・雇用を維持するため、以下の方向性に沿って取り組む

車体課税の負担軽減等による
国内市場活性化

競争条件のイコールフッティング

生産革命によるコスト競争力強化

�自動車取得税の廃止
�自動車重量税及び自動車税（軽自動車税）の簡素化・負
担軽減

�H24.4に終期を迎えるエコカー減税の後継検討

�円高、法人税、労働環境、環境問題、EPA等の事業環境
改善のための「日本国内投資促進プログラム」の推進

�「包括的経済連携に関する基本方針」に基づく高いレベ
ルの経済連携

�国内の生産コスト低減を図るための取組支援

例：セントラル自動車「横向きライン」
天井から車体を吊す、一部では車体を横向きに流す
などをすることにより、設備投資額の４割削減、作業
時間の縮減、ライン長の短縮を実現。



２．次世代自動車の普及促進政策
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次世代自動車について

＜燃料電池自動車＞

ホンダ ｸﾗﾘﾃｨ トヨタ ＦＣＨＶ三菱 i MiEV
（2009年7月～）

＜プラグインハイブリッド自動車＞

富士重工業 ｽﾃﾗ
（2009年7月～）

トヨタ ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車日産 LEAF
（2010年12月～）

＜電気自動車＞

○次世代自動車の開発・普及は、低炭素社会の実現とともに、我が国自動車産業の競争力の観点からも重
要な課題。

○ハイブリッド自動車、ＣＮＧ（天然ガス）自動車、クリーンディーゼル乗用車に加え、電気自動車、プラグイン
ハイブリッド自動車などが市場投入。導入支援の充実等により加速的な普及を目指す。

○予算、税制措置等による次世代自動車の導入促進に向けた支援とともに、電気自動車など技術力の鍵とな
る蓄電池について、更なる高性能化、低コスト化のための技術開発を実施している。

7

＜ハイブリッド自動車＞

◇販売中(各社販売中）
（国内普及台数：約100万台、世界シェア
9割）

・走行時のCO2排出量は、ガソリン車
に比べ▲50％

ホンダ ｲﾝｻｲﾄトヨタ ﾌﾟﾘｳｽ

＜クリーンディーゼル乗用車※＞

日産 ｴｸｽﾄﾚｲﾙ

◇販売中
（日産、ダイムラー、三菱）
・走行時のCO2排出量はガソリン車に
比べ▲20～30％
・走行距離は1000㎞
※平成21年排出ガス規制（ポスト新長期規
制）対応車

いすゞ ｴﾙﾌ

＜ＣＮＧ（天然ガス）自動車＞

◇販売中

・走行時のCO2排出量はガソリン
車に比べ少ない
・ＵＤトラックスなども販売中

マツダ
ﾌﾟﾚﾏｼｰﾊｲﾄﾞﾛｼﾞｪﾝREﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ

◇リース販売中

・水素走行時のCO2排出量ゼ
ロ（ガソリンとの切り替えが可
能）
・水素走行距離は200㎞

◇リース販売中
（トヨタ、ホンダ、日産）

・走行距離は600㎞で、走行時のCO2排
出量ゼロ

◇販売中

・走行距離は百数十kmで走行時のCO2排出量ゼロ
・家庭用コンセント（100Ｖ15Ａ）で充電可能

◇リース販売中
・家庭用コンセントで充電可能な
ハイブリッド自動車
・電気走行距離は十数kmでCO2排出量
ゼロ

－ガソリンハイブリッド－ －水素ハイブリッド－ 三菱 ﾊﾟｼﾞｪﾛ
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自動車市場の構造変化 自動車産業を巡る外部環境

激変する自動車
競争環境

• 環境技術を軸
とした合従連衡

エネルギー制約

• 原油価格は
中長期的に
高止まり

地球温暖化への
対応

• 2020年ＧＨＧ
90年比25%
削減目標

成長戦略の
必要性

• 電気自動車・
電池を成長
の牽引車に

～新興市場が急拡大。先進国市場は環境志向へ～

更なる燃費志向
市場ごとに異なる
パワートレインの

可能性

超低価格車
の出現

①先進国市場
・ 成熟した安定

市場
・ 多様化する

ユーザーや
社会ニーズ

②新興市場
・ 経済発展に伴

い自動車購買
人口が増加

0

1,000
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3,000
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5,000

6,000

7,000

8,000

北米

欧州

日本

新興市場

（万台）

1620万台

1560万台

508万台

3100万台

6,796万台（2008年）

次世代自動車戦略2010 （概要）

日本を次世代自動車開
発・生産拠点に

世界最先端の電池研究
開発・技術確保

レアメタル確保＋資源
循環システム構築

普通充電器200万基
急速充電器5000基

車をシステム（スマート
グリッド等）で輸出

日本主導による戦略的
国際標準化

６つの戦略

•普及目標（2020年・2030
年）の設定
-次世代自動車：2020年
最大50％

-先進環境対応車（次世

代車＋環境性能に特に
優れた従来車）：2020年
最大80％

•燃料多様化
•部品の高付加価値化
•低炭素型産業立地促進

•リチウムイオン電池の
性能向上

•ポスト・リチウムイオン
電池開発

•電気自動車普及によ
る量産効果創出

•電池二次利用のため
の環境整備

（上流）
•戦略的資源確保

（中流）

•レアメタルフリー電池・
モーター開発

（下流）

•電池リサイクルシステム
構築

•市場準備期の計画的集
中的インフラ整備
-EV・PHVタウンを中心に

• 本格普及期への道筋構
築

-EV・PHVタウンベストプラ
クティス集策定

-民間（CHAdeMO協議
会）との連携

•EV・PHVタウンでの新

たなビジネスモデル創
出

•次世代エネルギー社
会システム実証事業で
の検証

•検証結果を踏まえた国
際標準化・ビジネスへ
の展開

•電池性能・安全性評価
手法の国際標準化

•充電コネクタ・システム
の国際標準化

•官民による標準化検
討体制強化

•標準化人材育成

目
標

ア
ク
シ
ョ
ン
・プ
ラ
ン

全体戦略 電池戦略 資源戦略 インフラ整備戦略 システム戦略 国際標準化戦略

削減目標 の牽引車に0

1930 1960 1972 1976 1980 1984 1988 1992 1996 2000 2004 2008 （年）

電池研究開発目
標（2006年策定）

資源戦略
ロードマップ

インフラ整備
ロードマップ

国際標準化
ロードマップ 8



2020年 2030年

20%未満 30～40%

ハイブリッド自動車 10～15% 20～30%

燃料電池自動車 僅か 1%

クリーンディーゼル自動車 僅か ～5%

10～20%

従来車 80%以上 60～70%

次世代自動車

電気自動車
プラグイン・ハイブリッド自動車

5～10%

2020年 2030年

20～50% 50～70%

ハイブリッド自動車 20～30% 30～40%

燃料電池自動車 ～1% ～3%

クリーンディーゼル自動車 ～5% 5～10%

30～50%50～80%

20～30%15～20%

従来車

次世代自動車

電気自動車
プラグイン・ハイブリッド自動車

○メーカーが燃費改善、次世代自動車開発等に最大限の努力を行っ
た場合の民間努力ケースについて普及見通しを検討。

○乗用車の新車販売に占める次世代自動車の割合は、2020年で20%
未満、2030年で30～40%程度。

○次世代自動車の普及加速のため、政府が目指すべき車種別普及目
標を設定。

○2020年の乗用車の新車販売台数に占める割合は最大で50％。
○この目標実現のためには、政府による積極的なインセンティブ施策が
求められる。

乗用車車種別普及見通し（民間努力ケース） 乗用車車種別普及目標（政府目標）

次世代自動車戦略2010 （2020年・2030年普及見通し/政府目標）

先進環境対応車普及の必要性

クリ ンディ ゼル自動車 僅か ～5% クリーンディーゼル自動車 ～5% 5～10%

ＨＶ、ＥＶ、ＰＨＶ、
ＦＣＶ、ＣＤＶ、ＣＮＧ 等

将来において、その時点の技
術水準に照らして環境性能に

特に優れた従来車

次世代自動車

先進環境対応車
（ポスト・エコカー）

＋

• 2020年までは1～2回の機会しかない
モデルチェンジの機会

• 新興国を始めとした国際市場では引
き続き従来車が主流

国際競争力確保

• 普及見通しに大きな幅がある中、特
定の技術への集中はリスク大

メーカーリスク

•環境性能優れた車が供給されたとしても
選択するかどうかはユーザー次第

先端技術利用による高
コスト化

•2009.4：エコカー42.5%（次世代車5.7%）
•2010.2:エコカー73.1%（次世代車9.3%）

エコカー補助金・エコ
カー減税の効果

2020年において新車販売台数に占める先進環境対応車
の割合を、積極的な政策支援を前提として、政府として
80％を目標とする。

9



クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金

○クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金

平成24年度概算要求額 ４５７．１億円（２８２．１億円）
＜うち要望額１７５．０億円＞

○平成２４年度予算においては、昨年度の２８２．１億円から４５７．１億円（うち要望枠１７５．０億

円）と増額にて要求中。

事業の内容

事業の概要・目的事業の概要・目的

○環境・エネルギー制約への対応の観点から、我が国のＣＯ２
排出量の２割を占める運輸部門において、電気自動車等の次
世代自動車等を普及することは重要です。

○また、今後の成長が期待される分野であり、各国メーカーが
次々と参入を予定するなど、国際競争が激化しています。

○加えて、電気自動車等の大容量蓄電池を活用したピークシフ
トへの貢献等 エネルギ マネジメントシステムの 環とし

事業イメージ

電気自動車 プラグインハイブリッド自動車

10

条件（対象者、対象行為、補助率等）条件（対象者、対象行為、補助率等）

トへの貢献等、エネルギーマネジメントシステムの一環とし
ての電気自動車等の役割についても期待が高まっているとこ
ろです。

○一方、現時点では導入初期段階にあり、コストが高い等の課
題を抱えています。このため、車両やインフラに対する負担
軽減による初期需要の創出を図り、量産効果による価格低減
を促進し、世界に先駆けて国内の自立的な市場を確立します。

国 申請者
補助

（定額）

民間団体等
補助

（ベース車両との価格差の１/２以内等）

○補助対象車両等
①自動車：電気自動車､プラグインハイブリッド自動車、ク

リーンディーゼル自動車
②充電設備

クリーンディーゼル自動車

（急速充電器）

＜予算内訳＞

○電気自動車等分 ４１１．４億
（電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、充電設備等が対象となる）

○クリーンディーゼル自動車分 ４５．７億

（合計）４５７．１億

充電設備



電気自動車、プラグインハイブリッド自動車の普及促進に向けた課題と対応策

○供給源多様化のための探鉱調査
○省使用・代替材料開発 ○リサイクルの推進

○ディスプロシウム（モーター用磁石への添加剤）の安定供給確保

○次世代自動車用蓄電池の高度化を目指す技術開発
○リチウムイオン電池に代わる革新型蓄電池の基礎研究

○バッテリーの高性能化、低コスト化

○バ リ 生産拠点 整備

＜開発段階＞

＜製造段階＞

○ＥＶ・ＰＨＶタウン構想等を通じた、
①公用車・営業車への導入促進 ②充電インフラの整備、
③地域独自のインセンティブの付与、
④安全性・性能評価試験方法・コネクタ規格等の策定 ⑤普及啓発の実施

○国際標準化の推進
○燃費基準へのＥＶ・ＰＨＶの位置づけ
○初期需要創出によるバッテリーの量産化
○整備などアフターサービスにおける対応

○ＥＶ・ＰＨＶの利用環境整備

○バッテリー生産拠点の整備

＜普及・利用段階＞

11



（２００６年）
改良型電池
（２０１０年）

先進型電池
（２０１５年）

革新的電池
（２０３０年）

用途限定コミューターＥＶ

高性能ＨＶ

一般コミューターＥＶ

本格的ＥＶ

Plug-in HV自動車
性能

電力会社用小型ＥＶ

１ １ １ ５倍 ７倍

燃料電池自動車

次世代高性能蓄電システム技術開発等

○次世代自動車の本格普及に向けては、バッテリーのさらなる低コスト化と高性能化が必要。この

ため、産官学の連携の下、以下の技術開発を実施。
① ２０１５年を目標にリチウムイオン電池の高度化を目指す要素技術開発

② ２０３０年を目標にリチウムイオン電池とは概念の異なる革新型蓄電池の開発を目指す次世代技術開発

③革新型蓄電池の開発、実用化のための基礎的研究

民主導 産官学連携 大学・研究機関開発体制

性能

コスト

１ １ １．５倍 ７倍

１ １／２倍 １／７倍 １／４０倍

民主導

～２０１０年 ～２０３０年

○ＣＯ２排出量はゼロ
○航続距離が短い
○１台２億円

【電気自動車 エリーカ】

○１９９７年市販開始
○ＣＯ２排出量は2/3に

【初代プリウス】

バ
ッ
テ
リ
ー
の
性
能
向
上
と
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

○2009年市販開始
○１充電で最大160km走行
○目標価格400万円

【コンパクトＥＶ】

【高性能ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車】

○2007年市販開始
○CO2排出量は1/2に

【本格的な電気自動車】

○１充電で500km走行
○価格300万円に

～２０２０年

【ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ】

○2010年頃限定販売
○充電できるハイブリッド
○CO2排出量は1/3に

現状

バ
ッ
テ
リ
ー

○１充電で200km走行
○価格200万円に

【より高性能なｺﾝﾊﾟｸﾄEV】
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電気自動車の充電インフラの整備戦略

○電気自動車の航続距離（一充電あたりの走行距離）は、現在、最大１６０ｋｍであることから、その利用は近場での通勤

や買い物、企業の業務用車（営業車、集配車等）が中心。充電は自宅（自社）で安価な夜間電力を活用することが基本

であるが、充電切れに対する不安感を解消するため、適切な充電インフラの整備も必要。

○充電インフラは、普通充電設備（１００Ｖ・２００Ｖのコンセント、２００Ｖポール型普通充電器）と急速充電設備があり、設置

場所や充電時間、設置費用等に応じて、現在、民間企業や自治体等が中心となって整備。

○また、充電インフラの整備にあたっては、普及台数、利用実態、電池の性能向上（電気自動車の長距離化）を踏まえつつ、

整備費用の最小化、大規模駐車場（集合住宅等）での整備、充電ビジネスモデルの確立が課題。

○当省では、２１年３月、こうした取組を重点的に実施する地域（８都府県）を「ＥＶ・ＰＨＶタウン」として選定。さらに22年12

月に第2期として１０自治体を選定し、今後、民間企業、自治体等と連携してこれらの取組を効率的かつ効果的に推進。

＜充電インフラの種類と充電時間等＞ ＜充電インフラ整備への支援策＞
○クリーンエネルギー自動車等導入促進対策事業

（平成２３年度予算：２６７億円の内数）
→電気自動車の普及促進のために、民間企業等に対して、急
速充電器の費用に係る１／２以内を補助。

＜ＥＶ・ＰＨＶタウンについて＞

○電気自動車の初期需要の創出のために、まずはモデル地域
を選定し、充電インフラ整備や普及啓発などの普及環境整備
を重点的に行い、普及モデルの確立を図り、日本全国への展
開を目指す。

○前述の支援策等も活用しつつ、ＥＶ・ＰＨＶタウンとして選定し
た１８都府県で実施。
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ＥＶ・ＰＨＶタウン構想の取組概要

初期需要の創出 充電インフラの整備

●ＥＶ、ＰＨＶそのものの魅力、購入時 ●現在のＥＶの最大のデメリットである

○ 「ＥＶ・ＰＨＶタウン構想」とは、「低炭素社会づくり行動計画」の取組方針にも位置付けられてい

る、電気自動車（ＥＶ）、プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）の本格普及に向けた実証実験の

ためのモデル事業。

○電気自動車、プラグインハイブリッド自動車の初期需要を創出するためには、充電インフラ整備

や普及啓発などを集中的に行う必要があることから、まずはモデル地域を選定し、自治体、地

域企業等とも連携してＥＶ、ＰＨＶの導入、環境整備を集中的に行い、普及モデルの確立を図り、

日本全国への展開を目指す。

14

普及啓発の促進 効果評価の実施

のインセンティブ、利用時のメリット
の付与、性能に適した利用方法の検
証を行いつつ、初期需要を創出する。

航続距離への不安感を解消するた
め、普及台数、利用方法、地域特性
等とのバランスを図りつつ、幅広い
関係者が連携して、充電インフラを
整備する

●ＥＶ、ＰＨＶの性能もさることながら、
ユーザーの視点に立ち、充電インフ
ラも含めて、その利便性、社会受容
性等について評価を行い、普及啓発
と相まって普及の加速化に資する。

●「ＥＶ・ＰＨＶタウン」の実施を通じ、
ＥＶ・ＰＨＶを集中的に導入することに

よる見える化、話題化、環境・エネル
ギー性能における内燃機関自動車と
の差別化を図ることにより、普及啓発
を促進する。



ＥＶ・ＰＨＶタウン選定地域一覧

新潟県

京都府

福井県 青森県

岡山県

栃木県

埼玉県

岐阜県

鳥取県

愛知県

長崎県

神奈川県

東京都

※青枠点線：第一期ＥＶ・ＰＨＶタウン選定地域
緑枠実線：第二期追加選定地域

岡山県

沖縄県

静岡県

熊本県

佐賀県

大阪府
15



スマートグリッドをビルトインした新たなまちづくりにおける次世代自動車の役割

� 今後、電力需給の逼迫に伴う機動的な需給管理手段の必要性の増大、災害への対応、再生可
能エネルギーのニーズの高まり等により、スマートグリッドの導入の一層の加速化が求められる
可能性。

� 家庭・業務部門の負荷平準化、再生可能エネルギー分散電源の効率的な活用の観点から、エ
ネルギーマネージメントシステムの一部として、蓄電池を搭載する次世代自動車の普及の必要
性は益々増大。

� その実現に向けては、系統に接続するためのインターフェイスの確立や、電源ゲートウェイや計
量アダプターの設置等のインフラ普及の加速化が必要。
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（参考）次世代エネルギー・社会システム実証事業

�次世代エネルギー・社会システムの技術的・社会的課題を検証する実証地域として、横浜市・豊
田市・けいはんな学研都市（京都府）・北九州市を選定。

�最終的には、国際会議へ蓄電池インターフェース等の標準案を提案予定。
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1st

Step

非常時の移動式電源供給機能の確保（家庭用AC100V電源）
①ＥＶ（蓄電池） → 100V・1500Wの電力供給（家庭用コンセントレベル×1）
※EV搭載のバッテリー容量；24kWh、このうち約2/3を使用と想定（15kWh）
※家庭用コンセントレベル（AC100V・定格1000W）では10時間程度供給可
※HEV・PHEVでも同様の対応可

ACコンバーターを早急に開発（車載／車外）DC
（バッテリー／燃料電池）

EV・FCVの新たな役割について

� 今後は、家庭・業務部門のエネルギーマネジメント・負荷平準化等の観点からEV・PHEV・FCVの
重要性が高まる。

2nd

Step

3rd

Step
本格的なスマートグリッドをビルトインした新たなまちづくり
負荷平準化を実現する蓄電池を搭載したEV・PHEVの新たな役割

太陽電池とEV・PHEVを組み合わせた施設単位での自立拠点整備
※災害に強いまちづくり
※大規模電力供給システムがダウンしても自立できる拠点作り

②FCV（発電機） → 100V・20kWの電力供給（家庭用コンセントレベル×20）
※FCV搭載の燃料電池の最高出力；100kW、このうち約1/5を安定的に定格出力と想定（20kW）
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水素供給インフラの整備について

�燃料電池自動車（FCV）の本格的普及には、低コスト化、信頼性・耐久性の向上等と
いったFCV自体の性能向上に加え、水素供給インフラの整備が必要。

�2015年には各社がFCVの導入を目指しており、技術課題の解決と規制見直しの推進を
した上で、水素ステーションの整備を加速する必要。
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車輌制御システム／航続距離推定システム／

電気自動車

＜電気自動車には様々な標準化領域が存在する＞

電気自動車に関する国際標準化領域

○自動車のモジュール化の進展と、「車単体」から「システム全体」への競争条件の変化により、標
準化はこれまで以上に企業戦略の要となる。
○各国政府、企業の利害得失（強み・弱み）が絡み合い、電気自動車を巡る国際標準化競争は既
に激化。
○我が国としては、以下の標準化領域に対して、オールジャパンで戦略的に取り組む。

佖釋
〲〻ひえ

車輌制御システム／航続距離推定システム／
エネルギーマネジメントシステム など

蓄電池
コンバータ
インバータ
モーター 等

例：蓄電池
• 評価基準(性能／安全性) など

例：V2G (Vehicle to Grid)関連

例：充電インフラ
• コネクタ
• システム など

20

充電
スタンド



従来車の燃費改善の一層の必要性

� 次世代自動車の本格普及にはまだ時間を要するが、従来車の燃費改善の余地はまだまだ多く、
エネルギー効率の向上に向けて着実な燃費改善が必要。

材質を変更（ハイテン材 Al Mg 樹脂 CFRP等）

軽量化
ダウンサイジング
• 加給圧（ターボ、スーパーチャージャー）、直噴等

内燃機関改良

トランスミッションの効率化（CVT、DCT、多段AT、ギア比
改良）

照明のLED化などによる電力負荷軽減

廃熱・振動エネルギーの回収

エネルギー効率改善

「油圧」から「電気」へ
• ﾊﾟﾜｽﾃ、ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ(ｴｱｺﾝ)、ﾌﾞﾚｰｷ等の電動化

「バイ・ワイヤ」化
• シフト、スロットル、ブレーキ、ステアリング

ハイブリッド化、後処理系の負荷軽減

エンジン負荷軽減

21

材質を変更（ハイテン材、Al、Mg、樹脂、CFRP等）

構造を変更（一体化、薄型化、小型化、中空化等）

部品点数を削減（ｽﾍﾟｱﾀｲﾔ廃止（ﾗﾝﾌﾗｯﾄﾀｲﾔ）等）

知能化可変制御
• 可変圧縮比、可変バルブタイミング・リフト、
気筒休止（アイドリングストップ）など

アイドリングストップシステム

エンジン
自動停止

エンジン
再始動

自動車軽量化のための樹脂部品開発例



３．国際標準化概説
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○ 我が国のイノベーションを巡る状況
我が国には優れた技術はあるものの、事業展開、収益確保に結び付いていないと

言われている。
・研究の専門化、技術の複雑化を背景に、企業内の研究開発資源だけでは

成果を挙げられないケースが増加。

・要素部品では強い一方、利益率が高い最終製品・サービスでは弱い。

国全体としても技術力が競争力に結びついてないのではないか？

国際的経済環境の変化と我が国の状況

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0
（億円）

研究開発効率（右目盛）

５年前の１社当たり研究開発投資（左目盛）

１社あたり営業利益（左目盛）

出所：総務省科学技術研究調
査報告の原データ（資本金
１千万円以上、約１万４千
社のうち、製造業を対象）
を集計。

我が国製造業の研究開発投資と利益率の推移
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日本の世界市場のシェア世界市場の伸び
（２００１年を１００とした場合）
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400
DVDプレーヤー

携帯電話

世
界
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ア
（
％40

50
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90

100

DRAMメモリー

液晶パネル

DRAMメモリー

新規分野における世界市場の拡大と日本のシェア

出所 小川紘一「プロダクト・イノベーションからビジネス・イノベーションへ」
（IAM Discussion Paper Series＃1）

JEITA「主要電子機器の世界生産状況」

0
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100

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

出所 DVDレコーダー ：JEITA「主要電子機器の世界生産状況」
DRAMメモリー ：WSTS
携帯電話 ： JEITA「主要電子機器の世界生産状況」

）

0

10

20

30
DVDプレーヤー

携帯電話
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・グローバル化の進展に伴い、技術のみでは十分な競争力が確保できない状況が顕在化
・技術力に代わりビジネスモデルの構築が企業の国際競争力を決定的に左右



1970年代 1980年代後半 1990年代 2000年前後 現在

日
本

米

垂直統合・自前主義、
同業種切磋琢磨で

世界を席巻

オープン分
業型に戦

産業空洞化 高度擦り合
わせによる
国内回帰

世界シェア喪失

内需拡大策

知的人材の呼込

競
争

円
高

バブル
崩壊
(1991)

プロパテント

三つの過剰
（債務･設備･雇用）

バブル

デジタル技術
モジュール化
オープン化

世界の付加価値獲得戦略の推移

米
国

欧
州

業型に戦
略転換

垂直統合
モデルで
世界シェア
喪失

・立地競争力強化
(法人税減税等)
・域内市場統合
・政府主導共同研究

・知的人材の呼込
・国際標準化

外資規制

ア
ジ
ア

アジア通貨危機
⇒産業大再編(韓国) 大胆な投資減税

・プロパテント
・共同研究

特定品への
集中投資

国有企業改革、
外資導入政策(中国)

戦略分野へ
の集中支援
（クリーン
エネルギー、
次世代自動車）

欧
米
の
ア
ジ
ア
の
分
業
協
力

モジュール
化モデルで
世界シェア
奪還
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日本産業の行き詰まりの構造問題

従来モデル（垂直統合自前主義による、商品改良・原価低減モデル）の限界。

＜ピラミッド構造垂直統合・自前主義モデル＞
[セットメーカー]：擦り合わせの生産性向上で、同業種間
切磋琢磨。
[部品・製造装置メーカー]：強いセットメーカーに鍛えら
れて、ともに発展。

＜従来＞

新興国企業との果てしない生産コスト
競争により疲弊。賃金低迷。
セットメーカーが負けると、一周遅れ
で共倒れのおそれ。

26

①世界のビジネスモデルの変化。
②成長新興国への対応についていけず、
世界市場のシェアを喪失。

部材・装置
関連産業

セット
メーカー

＜現在＞



�オープンな場と競争の場が共存
– 低コストの共有インフラ、独自技術の活用

�モジュールの相互のインターフェースがオープン化
– 付加価値が完成品から基幹部品・部材、ブラックボックス領域へシフト

国際標準化が作るグローバル市場
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�モジュールの拡大とオープン化が国際分業を加速する
– オープンにする標準化領域と独自技術を秘匿する差別化領域の使い分
け等の知的財産戦略との協調が不可欠

– 標準を介して先進国と新興国、途上国との協業、比較優位なオープン
サプライ体制構築が課題に

（出典；東京大学 小川紘一等）



標準とは何か（ビジネスの視点で）

�標準化とは、コストダウンのためのツール
－コストリーダーシップをとれる自信があるなら全て標準
化すれば良い

�標準化とは、市場拡大のためのツール
－標準化部分での差別化と集中を犠牲にして市場を拡
大する

28

大する
�標準化とは、競争領域を限定するツール
�標準化とは、
－標準化されていない部分で差別化競争をする

標準化戦略で、技術のオープンとクローズをコントロールする



�先端分野では、特許を全く含まずに標準を作ることは極めて困難。
IECの特許宣言書提出数累計は、1990年に約10件であったのが、1995年
約20件、2000年約40件、2005年約100件と近年急激に増加。

�したがって、知財戦略（マネジメント）と一体化した標準化戦略が必要。

⇒傍観していると、相当の実施料を払う羽目に。
⇒加えて、自社保有特許の価値が減損するおそれも。

特許と標準の関係

標準名 必須特許数 対象製品 ﾗｲｾﾝｻ／ﾗｲｾﾝｼ
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標準名 必須特許数 対象製品 ﾗｲｾﾝｻ／ﾗｲｾﾝｼ

MPEG2 約800件
DVD、ﾃﾞｼﾞﾀﾙTV、STB
（ﾃﾞｺｰﾀﾞ/ｴﾝｺｰﾀﾞ/ｺｰﾃﾞｨｯｸ；$2.5/台）
DVDﾃﾞｨｽｸ （$0.03/ﾀｲﾄﾙ）

24社 ／ 約1100社

DVD (6C) 約850件

DVDﾌﾟﾚｰﾔ （4% 最低$4/台)
DVDﾚｺｰﾀﾞ （4% 最低$6/台)
DVD再生用ﾃﾞｨｽｸ （ 5￠/枚）
DVD記録用ﾃﾞｨｽｸ （7.5￠/枚）

７社 ／ 約300社

DVD (3C) 約1,120件 DVDﾌﾟﾚｰﾔ （$3.5/台）
DVD再生用ﾃﾞｨｽｸ （ 3.75￠/枚）

3社 ／ －

Platform
WCDMA

約180件

(拡大中)

第３世代移動体通信（WCDMA）端末

（2006年；3＄/台）
7社 ／ －

※出典；知的財産戦略本部 知的創造サイクル専門委員会資料



特許を標準に組み込むビジネスモデル

•規格の普及を実現するには、多くの参加者が必要
→利益を独占しては仲間集めは困難

•他社の利用規制は独禁法違反になる可能性
→無差別的ライセンス
→リーズナブルなライセンス料

参入者を増加させるため 価格競争になる
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•参入者を増加させるため、価格競争になる

•標準化による市場拡大が、直接利益に結びつくとは限らない



諸外国における国際標準化活動
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ISO主要国（米、独、英、仏）と日本、中国の幹事国の引受数の推移

（各年１月１日現在、出典ISOMemento）
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0

20

24

各国企業における標準担当者事例

○シーメンス（同社役員発言）
「シーメンスは売上げの0.1％を国際標準化に投入し、コーポ
レートの標準化統括組織は24名、全社で2,000人が標準化
にかかわっている。」

○サムスン（日本企業関係者プレゼン）
「サムスンは標準化部門（研究も含む）に１５０名を配置。」

国名
国際標準
提案件数

韓国 20 → 25

中国 11 → 23

アメリカ 8 → 18

日本 22 → 16

IECへの国際標準
提案件数



事業戦略に基づ
く標準化戦略

標準化する
（積極的標準化提案）

標準化しない
（競争領域に留める）

自分の強みを生かしつつ他国に先駆けて標準化。市場を創
設／拡大。

差別化要素がある部分は標準化しない。ただしその場合も
他国から標準化提案されないよう注視が必要

国際標準化に対する基本姿勢

自分に不利にならないように先駆けて標準化提案。

他国が標準化を仕掛けてきた場合にその成立を阻止。

消極的標準化

他国の標準化提案の阻止

何もしないという選択肢はあり得ない！

他国から標準化提案されないよう注視が必要。

他国から
標準化の
動きが
あった場
合…
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（参考資料）我が国における自動車産業の現状
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裾野が広い自動車産業

１．出荷額（製造業） うち、自動車は、
40兆円(15.3%)

○ 我が国自動車製造業は、出荷額（全製造業）の約２割を占め、関連産業を含めた就業人口は、
全体の約１割の雇用を生み出す極めて裾野の広い産業。

自動車製造業は、
出荷額（全製造業）の約２割

◆出荷額（全製造業）：２６５兆円

◆自動車 兆

（単位：億円）

輸送用機器
471866
(18%)

電気機器
400593
(15%)

その他
894503
(34%)

輸送用機器

電気機器

一般機器

化学

鉄鋼

◆製造部門・・・・・ ・・ ７８．７万人

（例）自動車製造

◆利用部門・・・・・ ・・ ２８１．０万人

（例）道路旅客運送業

◆関連部門・・・・・ ・・ ４０．９万人

（例）ガソリンスタンド

◆資材部門・・・・・ ・・ ２２．９万人

（例）電気機械器具製造業、鉄鋼業

◆販売・整備部門・・ ・・ １０８．５万人

（例）自動車小売・整備業

２．就業人口

◆全就業人口 ：６，２８２万人
◆製造業 ：１，０７３万人

◆自動車関連：５３２万人

自動車関連産業は、
就業人口全体の約１割

◆自動車関連就業部門◆

◆自動車：４０兆円
・自動車製造業（二輪自動車を含む）：１６．６兆円
・自動車車体・付随車製造業 ： ０．４兆円
・自動車部分品・付属品製造業 ：２３．５兆円 （平成２１年工業統計）

一般機器
289320
(11%)

化学
242757

(9%)

鉄鋼
159884

(6%)
金属製品

124267
(5%)

非鉄金属

69400
(3%)

金属製品

非鉄金属

その他
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世界自動車市場の変遷

○ ２０１０年の世界自動車販売台数は約７,２００万台（２０年で約３,０００万台の増加）。
○ 国・地域別で見ると、日・米・欧州は停滞。他方、ＢＲＩＣｓを初めとする新興国は大幅に増加。

順位 国名 台数（万台）

＋1200
万台

＋1700
万台

順位 国名 台数（万台）順位 国名 台数（万台）

世界自動車販売ランキング

世界自動車販売台数の推移

1990年 2000年 2010年

1990年
約4,300万台

2000年
約5,500万台

2010年
約7,200万台

順位 国名 台数（万台）

1位 中国 1,806

2位 米国 1,177

3位 日本 496

4位 ブラジル 357

5位 ドイツ 315

6位 インド 304

7位 フランス 271

8位 イギリス 229

9位 イタリア 217

10位 ロシア 212

順位 国名 台数（万台）

1位 米国 1,781

2位 日本 596

3位 ドイツ 369

4位 イタリア 268

5位 フランス 261

6位 イギリス 252

7位 中国 209

8位 スペイン 172

9位 カナダ 159

10位 ブラジル 149

順位 国名 台数（万台）

1位 米国 1,415

2位 日本 778

3位 ドイツ 324

4位 フランス 276

5位 イタリア 248

6位 イギリス 230

7位 カナダ 131

8位 スペイン 125

9位 韓国 95

10位 ブラジル 71
【出典】 ＦＯＵＲＩＮ世界自動車統計年鑑2010 他 35
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販売台数 前年同月比7.1%

5.1%

1 0% 0.7% 0.3%

7.6%
10.0%1000

販売台数 対前年比

（万台）

○車の保有期間の長期化や人口減少等を背景に、国内市場は縮小傾向（1990年は約800万台市
場だったが、近年は500万台を下回る水準で推移）。
○年明け以降、エコカー補助金終了による反動減から回復しつつあったものの、本年３月は東日本
大震災の影響により大幅に減少。

我が国自動車販売の動向

（万台）

月別新車販売の推移年別新車販売の推移

30

38

55

2829
38

43

31

48

40
44

3737

46

67

3536

45
49

42
47

30
32

2931

40

44

19

24

35
37

33

46

-20%
-24%

-25%

-23%
-19%

-14%

-5%
-0.5%

0.2%
4%

18%
22%

22%

20%
24%

24%
22%

17%

13%
-1%

-23%
-26%

-23%

-17%

-12%

-35%

-47%

-33%

-22%-23%-22%

-2%

-60%

-50%

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

0

10

20

30

40

50

60778

686

596 590 579 583 585 585 574
535

508
461

496
447

-1.7%

-1.0%

-1.9%
0% -1.9%

-6.8%

-5.0%

-9.3%
-9.9%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

0

200

400

600

800

1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 （年）

【出典】一般社団法人 日本自動車工業会

（２００９年） （２０１０年） （２０１１年）※2011年の数値は、昨年12月発表の自工会
需要見通しより引用（震災の影響含まず） 36



年齢階層別で見る免許保有者数の割合の変化

免許保有者の変化

○免許保有者割合を年齢階層別で見ると、ほとんどで増加傾向。他方、１６～２４歳、２０～２４歳
の若年層では減少傾向が見られる。

○性別で見ると、男性は微増、女性は過去１５年間で約１２.５％増加。

80.0
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8,000

グローバル自動車市場の推移

（万台） 7,200万台（2010年）

市場の拡大と多様化の進展

○今後も、新興市場を中心として、自動車市場は拡大。

○新興市場では、超低価格車を中心として市場の拡大が見込まれるが、その場合においても、
従来車の燃費向上が一層求められる。

○先進国では、燃費・環境志向の高まりとパワートレインの変化が進展。
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更なる燃費志向市
場ごとに異なるパ
ワートレインの可

能性

超低価格車
の出現

①先進国市場
• 成熟した安定

市場
• 多様化する

ユーザーや
社会ニーズ

②新興市場
• 経済発展に伴

い自動車購買
人口が増加

北米

欧州

日本

新興市場

（年）

1431万台

1799万台

496 万台

3502万台
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これからのグローバルな販売戦略と自動車技術

○日米欧市場では環境・エネルギー制約の高まりから小型車シフトが進むとともに、新興市場
ではモータリゼーションの進展から低価格車の需要の増加が見込まれるなど、世界的にコン
パクトカーの販売シェアが急速に拡大。

○加えて、エネルギー問題、地球温暖化問題の情勢変化によって、自動車・燃料技術の多様化
が進み、日米欧、新興国で異なる自動車・燃料の環境エネルギー戦略を推進中。

○エネルギー需給の逼迫
○地球温暖化対策

○モータリゼーションの進展
○エネルギー需給の逼迫

日欧米 新興国

①日本のブランド力で高付加価値製品をどう販売していくか？
②日欧米、新興国で異なる市場ニーズにどう対応していくか？

新興国市場：低価格化、バイオ燃料化
日米欧市場：コンパクト化、自動車・燃料の多様化

需給 逼
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